様式第１号（第６条関係）

[bookmark: _Hlk52370318]ゼロカーボン技術事業化支援補助金事業計画申請書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　



[bookmark: _Hlk52371272]ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第６条の規定により補助金の交付を受けたいので、事業計画書（別紙）を添えて申請します。



別紙

事業計画書

１　申請者の概要
	(1) 名称
	

	(2) 所在地
	〒

	(3) 従業者数
	　　　　　　　　　　　人

	(4) 資本金
	　　　　　　　　　　　円

	(5) 業種
	

	業種については、日本標準産業分類における細分類の項目名及び分類コードを記載ください。



２　事業の概要
　(1) 開発テーマ名（※公開可能なテーマ名を記載してください。）

　(2) 開発する製品又は技術の内容（製品の仕様（寸法、重量、材質等）、製造方法なども含めて記入）

　(3) 事業実施予定場所
　　　事業所名：
　　　所在地：

　(4) 事業開始予定年月日
　　　令和　　年（西暦　　　　年）　　　月　　　日

　(5) 事業完了予定年月日
　　　令和　　年（西暦　　　　年）　　　月　　　日

　(6) 背景と目的

　(7) 現時点までの取組状況（大学等の研究機関との共同研究などの取組について記入）

　(8) 開発製品・技術の目標（近将来的な達成目標）

　(9) 開発体制及び役割（社内及び社外）

　(10)開発製品・技術の優位性

　(11)想定される市場規模と積算売上（金額、個数等）

　(12)CO2削減効果（算定詳細については別添に記入）

　(13)年度内のスケジュール
	月
項目
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注１）適宜、行を追加し記入すること
３　経費予定額
　(1) 補助金交付申請予定額
　　　　　　　　　　　　　　千円

　(2) 経費予定額の明細
（単位：円）
	区分
	内容
	補助事業に要する経費（税抜）
	補助対象経費
（税抜）
	備考

	人件費
	
	
	
	

	設備
備品費
	
	
	
	

	原材料・
消耗品費
	
	
	
	

	会議費
	
	
	
	

	外部指導
受入費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	外注
加工費
	
	
	
	

	印刷
製本費
	
	
	
	

	展示会等
出展費
	
	
	
	

	広告
宣伝費
	
	
	
	

	その他
経費
	
	
	
	

	合計
	
	
	


　（注１）事業に着手しようとする日から補助事業完了日までに支払いをする予定額について記入すること
　（注２）借用予定の対象設備備品については、契約期間のうち補助事業完了日までの期間を按分等の方法により算出した予定額について記入すること
　（注３）内容欄に経費の計算に関する明細を記入すること
　（注４）適宜、行を追加し記入すること








　(3) 経費予定額の財源計画
（単位：千円）
	経費
予定額
	財源内訳
	備考

	
	自己資金
	融資
	補助金
	その他
	

	
	
	
	
	
	


（注１）融資を受ける予定の場合、相手先の金融機関名や交渉状況（融資内定済等）などについて下表に記入すること
	相手先の金融機関名
	資金名
	交渉状況（融資内定済等）

	
	
	

	
	
	



４　添付書類
　(1) その他事業計画の詳細を図表等で記した資料（事業計画書内に記載可）
　(2) CO2削減効果の算定詳細を記したもの（別添）
　(3) 未納の県税徴収金がない旨の証明（長野県各県税事務所が発行の証明書）
　(4) 法人にあっては、次の事項を記載した書類（法人以外の場合は、これに準ずるもの）
　　　ア　会社設立年月日
　　　イ　資本金
　　　ウ　定款
　　　エ　会社の沿革及び現況
　　　オ　国内既存事業所の一覧
　　　カ　直近２期分の営業報告書、賃借対照表及び損益計算書
　(5) その他、理事長が必要と認める書類

５　申請書チェックリスト
　申請者は、申請前に以下の項目を確認してください。全てに✓が付きますか。
	
· 必要な申請書類、添付書類が揃っていますか。
· 県内に登記簿上の本店または開発拠点となる主たる事業所がありますか。
· ゼロカーボン関連製品・技術の試作開発に取り組む事業で、製品化の見込みがある事業ですか。
· 製品設計、技術検証のための試作または既に製品化され販路開拓のみを行う事業ではないですか。
· 大学等の研究機関との共同研究等が行われているなど、既に技術検証が行われている事業ですか。
· 県税に係る徴収金を滞納していませんか。
· 国または県等の他機関が実施する類似の補助制度を受ける対象となっていませんか。
· 法令又は条例に違反する行為、公序良俗に反する行為、その他社会的信用を損なわせるような行為はないですか。





（問合せ窓口）
所属名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別添
	＜CO2削減効果の算定＞

	・開発する製品・技術等が商品化・実用化された年（20XX年）から、2030年度までのエネルギー起源CO2の削減効果について以下の表により算定すること。
★開発対象が製品の場合
〇開発する製品が完成品の場合
１　製造時のCO2削減量
	（１製品あたりの）
既存品のCO2排出量(a)
	kg
	（１製品あたりの）
開発品のCO2排出量(b)
	kg

	削減量(c=a-b)
	kg


※以下に（１製品あたりの）既存品のCO2排出量(a)及び（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(b)の算定プロセス（計算方法等）を記載すること。（計算式が足りない場合は、別紙に記載すること。）
・（１製品あたりの）既存品のCO2排出量(a)の算定プロセス（計算方法等）
　〇〇×〇〇＝

・（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(b)の算定プロセス（計算方法等）
　□□×□□＝

	年
	20XX年
	・・・
	・・・
	・・・
	2030年
	計

	生産量(d)
	
	
	
	
	
	

	削減量の総計
(c×d)
	kg
	kg
	kg
	kg
	kg
	A




２　完成品使用時のCO2削減量
	（１製品あたりの）
既存品のCO2排出量
（年間）(e)
	
kg/年
	（１製品あたりの）
開発品のCO2排出量
（年間）(f)
	
kg/年

	削減量(g=e-f)
	kg/年


※以下に（１製品あたりの）既存品のCO2排出量(e)及び（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(d)の算定プロセス（計算方法等）を記載すること。（計算式が足りない場合は、別紙に記載すること。）
・（１製品あたりの）既存品のCO2排出量(e) の算定プロセス（計算方法等）
　●●×●●＝

・（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(d) の算定プロセス（計算方法等）
　■■×■■＝

	年
	20XX年
	・・・
	・・・
	・・・
	2030年
	計

	販売数(h)
	
	
	
	
	
	

	削減量の総計
(g×h)
	kg
	kg
	kg
	kg
	kg
	B



CO2排出削減量＝A＋B＝　　　　　　kg

〇開発する製品が部品の場合
１　部品製造時のCO2削減量
	（１製品あたりの）
既存部品のCO2排出量(i)
	kg
	（１製品あたりの）
開発品のCO2排出量(j)
	kg

	削減量(k=i-j)
	kg


※以下に（１製品あたりの）既存部品のCO2排出量(i)及び（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(j)の算定プロセス（計算方法等）を記載すること。（計算式が足りない場合は、別紙に記載すること。）
・（１製品あたりの）既存部品のCO2排出量(i) の算定プロセス（計算方法等）
　〇〇×〇〇＝

・（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(j) の算定プロセス（計算方法等）
　□□×□□＝

	年
	20XX年
	・・・
	・・・
	・・・
	2030年
	計

	生産量(l)
	
	
	
	
	
	

	削減量の総計
(k×l)
	kg
	kg
	kg
	kg
	kg
	A




２　（部品が用いられる製品）使用時のCO2削減量
	（１製品あたりの）
既存品のCO2排出量
（年間）(m)
	kg/年
	（１製品あたりの）
開発品のCO2排出量
（年間）(n)
	kg/年

	削減量(o=m-n)
	kg/年


※以下に（１製品あたりの）既存品のCO2排出量(m)及び（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(n)の算定プロセス（計算方法等）を記載すること。（計算式が足りない場合は、別紙に記載すること。）
・（１製品あたりの）既存品のCO2排出量(m) の算定プロセス（計算方法等）
　●●×●●＝

・（１製品あたりの）開発品のCO2排出量(n) の算定プロセス（計算方法等）
　■■×■■＝


	年
	20XX年
	・・・
	・・・
	・・・
	2030年
	計

	販売数(p)
	
	
	
	
	
	

	削減量の総計
(o×p)
	kg
	kg
	kg
	kg
	kg
	B



CO2排出削減量＝A＋B＝　　　　　　kg





★開発対象が生産工程の場合
	既存工程での１製品あたりのCO2排出量(q)
	kg
	開発する工程での１製品あたりのCO2排出量(r)
	kg

	１製品あたりの
CO2削減量(s=q-r)
	kg


※以下に既存工程での１製品あたりのCO2排出量(q)及び、開発する工程での１製品あたりのCO2排出量(r)の算定プロセス（計算方法等）を記載すること。（計算式が足りない場合は、別紙に記載すること。）
・既存工程での１製品あたりのCO2排出量(q) の算定プロセス（計算方法等）
　〇〇×〇〇＝

・開発する工程での１製品あたりのCO2排出量(r) の算定プロセス（計算方法等）
　□□×□□＝

	年
	20XX年
	・・・
	・・・
	・・・
	2030年
	計

	生産量
（販売量）(t)
	
	
	
	
	
	

	削減量の総計
(s×t)
	kg
	kg
	kg
	kg
	kg
	A



CO2排出削減量＝A＝　　　　　kg



	・算定根拠の留意点
本事業によって開発する製品・技術等と既存のものを詳細な計算根拠をもって比較すること。
完成品及び部品の場合には、原材料の入手から廃棄までのライフサイクル全体でのCO2削減効果を算定すること。
CO2削減量の試算に当たっては、一般社団法人日本電機工業会のHP＜LC-CO2排出量　簡易算出手法＞（※1）、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請用＞（※2）等を参考にしてください。
※1： http://jema-net.or.jp/Japanese/env/02_LCA_tools/index.html
※2： http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html











様式第２号（第７条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金採択通知書

第　　号
令和　　年（　　　年）　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様



公益財団法人長野県産業振興機構　　
理事長　　　　　　　　　　印　



令和　　年　　月　　日付けで申請のありました事業計画申請書について、内容を審査したところ適当と認められますので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第７条の規定により、下記事業をゼロカーボン技術事業化支援補助金の対象事業として採択します。

記

１　採択事業の概要
　　(1)	補助区分　　　　　通　常　　・　　ゼロチャレンジ

(2) 開発テーマ名

(3) 事業経費予定額　　　　　　　　　　　　　円
　
２　補助金交付予定額　　　　　　　　　　　　　円以内

３　事業採択に関する留意事項
(1) ゼロカーボン技術事業化支援補助金は、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱に規定する助成要件等を全て満たした場合に交付するものであり、当該採択通知は、補助金の交付を約束するものではありません。
(2) 事業の実績が当該事業計画書の内容と異なるときは、補助金交付予定額を減額し、または補助金の採択を取り消すことがあります。
(3) 当該補助金の交付決定を受けるにあたり、長野県地球温暖化対策条例（平成18年長野県条例第19号）第12条に規定する事業活動温暖化対策計画書を長野県へ提出したことがわかる書類等を添付すること。
様式第３号（第８条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付申請書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で採択通知を受けた事業について、補助金の交付を受けたいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第８条第１項の規定により、申請します。


記


１　開発テーマ名（※公開可能なテーマ名を記載してください。）

２　補助事業の実施期間
(1) 開始予定年月日：令和　　年　　月　　日
(2) 完了予定年月日：令和　　年　　月　　日

３　補助金交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　円




　（添付書類）
　　・事業計画書（様式第１号別紙）
・長野県地球温暖化対策条例（平成18年長野県条例第19号）第12条に規定する事業活動温暖化対策計画書を長野県へ提出したことがわかる書類等


様式第４号（第８条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金事前着手届出書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で採択通知を受けた事業について、下記１の理由により補助金交付決定前に着手したいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第８条第３項の規定により、届出します。
なお、補助金交付決定前に着手するにあたっては、下記２の事項を遵守します。


記


１　事前着手について
(1) 開発テーマ名（※公開可能なテーマ名を記載してください。）


(2) 事前着手する理由


２　遵守事項
(1) 交付決定された補助金が交付申請額に達しなかった場合において、異議を申立てないこと。
(2) 当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間においては、計画変更をしないこと。



様式第５号（第８条関係）
誓約書

令和　年（　　　年）　月　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所 在 地　　　　　　　　　　　
企 業 名　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　


記


　令和　年　月　日付け　第　号で採択通知を受けた事業について、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第８条第４項の規定により、長野県地球温暖化対策条例（平成18年長野県条例第19号）第12条に規定する事業活動温暖化対策計画書を当該年度中に長野県へ申請しますすることを誓約します。





様式第６号（第９条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付決定通知書

　　第　　　号

（所在地）　　　　　　　　
（企業名）　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付けで交付申請がありましたゼロカーボン技術事業化支援補助金について、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記の条件を付して金　　　　　　　円を交付することと決定しましたので通知します。

令和　　年（　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　　　
理事長　　　　　　　　　　印　　


記


１　交付条件
本補助金の交付にあたっては、以下の事項について御留意願います。
(1) ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の規定を遵守すること。
(2) 要綱第11条に規定する事業計画の変更をする場合は、あらかじめゼロカーボン技術事業化支援補助金事業計画変更承認申請書（様式第７号）を理事長に申請すること。
(3) 当補助金の額は、補助事業が完了した後に確定すること。
(4) 補助事業の遂行が困難になった場合は、速やかに理事長に報告し、その指示を受けること。
(5) 長野県地球温暖化対策条例（平成18年長野県条例第19号）第12条に規定する事業活動温暖化対策計画書を長野県へ提出したことがわかる書類等を理事長に提出すること。

様式第７号（第10条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付申請取下書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた事業について、下記の理由のとおり取り下げたいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第10条の規定により、申請を取り下げます。



記


１　取り下げの理由




様式第８号（第11条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金事業計画変更承認申請書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた事業について、下記のとおり事業計画を変更したいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第11条第１項の規定により、申請します。


記

１　事業計画の変更内容


２　事業計画の変更理由



　（注）１については、様式第１号別紙に準じて、新旧を比較対照すること。


様式第９号（第11条関係）

事業中止等届出書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた事業について、下記のとおり事業を中止等したいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第11条第２項の規定により、届出します。


記

１　事業の中止等年月日


２　事業の中止等理由




様式第10号（第14条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金実績報告書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　



令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた事業について、事業が完了しましたので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第14条の規定により、実績報告書（別紙）を添えて提出します。



別紙

実績報告書

１　事業の概要
　(1) 開発テーマ名（※公開可能なテーマ名を記載してください。）

　(2) 事業実施場所
　　　事業所名：
　　　所在地：

　(3) 事業開始年月日
　　　令和　　年（西暦　　　　年）　　　月　　　日

　(4) 事業完了年月日
　　　令和　　年（西暦　　　　年）　　　月　　　日

　(5) 開発の実施結果

２　経費額
　(1) 請求予定額
　　　　　　　　　　　　　　円

　(2) 経費額の明細
（単位：円）
	区分
	内容
	補助事業に要した経費（税抜）
	対象経費
（税抜）
	備考

	人件費
	
	
	
	

	設備
備品費
	
	
	
	

	原材料・
消耗品費
	
	
	
	

	会議費
	
	
	
	

	外部指導
受入費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	外注
加工費
	
	
	
	

	印刷
製本費
	
	
	
	

	展示会等
出展費
	
	
	
	

	広告
宣伝費
	
	
	
	

	その他
経費
	
	
	
	

	合計
	
	
	


　（注１）事業に着手した日から補助事業完了日までに支払いを行った額について記入すること
　（注２）借用予定の対象設備備品については、契約期間のうち補助事業完了日までの期間を按分等の方法により算出した額について記入すること
　（注３）適宜、行を追加し記入すること

　(3) 経費額の財源計画
（単位：円）
	経費額
	財源内訳
	備考

	
	自己資金
	融資
	補助金
	その他
	

	
	
	
	
	
	



３　添付書類
　(1) その他実績報告の詳細を写真、図表等で記した資料（実績報告書内に記載可）
　(2) 経費の計算に関する明細書（契約日、実施日、取得日等が具備されていること）
　(3) 経費に係る契約書又は発注書、設計書、納品書、請求書、支払伝票等の電子データ
　(4) 購入した物の写真
　(5) その他、理事長が必要と認める書類



（問合せ窓口）
所属名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール：　　　　　　　　　　　　　　　　　　



様式第11号（第15条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金補助額確定通知書

　　第　　　号

（所在地）　　　　　　　　
（企業名）　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付けで実績報告がありましたゼロカーボン技術事業化支援補助金について、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第15条第１項の規定により下記の条件を付して、補助金の額を金　　　　　　円に確定しましたので通知します。

令和　　年（　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　　　
理事長　　　　　　　　　　印　　


記


１　交付条件
要綱第15条第２項又は要綱第20条第１項の規定により補助金の返還を求められた場合は、当該金額を返還すること


様式第12号（第16条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金概算払請求書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　



令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた事業について、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第16条の規定により、下記のとおり請求します。


記


１　補助金概算払請求金額　　金　　　　　　　円

２　補助金振込先
　(1) 金融機関名
　(2) 本・支店名
　(3) 種類　　　　当座・普通
　(4) 口座番号
　(5) 口座名義



様式第13号（第17条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金精算払請求書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　



令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で額の確定がありました事業について、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第17条の規定により、下記のとおり請求します。


記


１　補助金精算払請求金額　　金　　　　　　　円
	確定額
	補助金精算払請求金額

	
	既交付金額
	今回請求金額
	計

	円
	円
	円
	円




２　補助金振込先
　(1) 金融機関名
　(2) 本・支店名
　(3) 種類　　　　当座・普通
　(4) 口座番号
　(5) 口座名義



様式第14号（第19条関係）

承継承認申請書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた企業としての地位を承継したいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第19条第２項の規定により、申請します。


記

１　承継事業の概要
　(1) 開発テーマ名　（※公開可能なテーマ名を記載してください。）
　(2) 事業実施場所　
　(3) 交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２　承継企業の概要
　(1) 所在地　　
　(2) 企業名　　
　(3) 代表者名　

３　承継予定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

４　承継理由

（注１）２については、次の事項を記載した書類を添付する事（法人以外の場合は、これに準ずるもの）
　　　ア　会社設立年月日
　　　イ　資本金
　　　ウ　定款
　　　エ　会社の沿革及び現況
　　　オ　国内既存事業所の一覧




様式第15号（第20条関係）

事業廃止等届出書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で額の確定を受けた事業について、下記のとおり事業の全てを廃止（休止）したいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第20条第２項の規定により、届出します。


記

１　事業の概要
　(1) 開発テーマ名　（※公開可能なテーマ名を記載してください。）
　(2) 事業実施場所　
　(3) 交付決定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

２　事業の廃止（休止）年月日　　　　令和　　年　　月　　日

３　事業の廃止（休止）理由

４　添付書類　　　（理事長が必要と認める書類）




様式第16号（第20条関係）

財産処分承認申請書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で額の確定を受けた事業について、下記のとおり取得した財産を処分したいので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第20条第３項の規定により、申請します。


記

１　処分の内容
　(1) 処分する財産の名称　
　(2) 処分する財産の取得価額　　　　　　　　　　　　　円
　(3) 処分する財産の取得日　　　　令和　　年　　月　　日
　(4) 処分する財産の耐用年数　　　　　　　　　　　　　年
　(5) 処分の方法　　　　　　　　　（有償譲渡・有償貸付・無償譲渡・無償貸付・
交換・目的外使用・取壊し・廃棄）
　(6) 処分の時期又は期間　　　　　令和　　年　　月　　日（～令和　　年　　月　　日）

２　処分の理由

３　添付書類　　　（償却資産台帳、契約書、その他理事長が必要と認める書類）




様式第17号（第23条関係）

ゼロカーボン技術事業化支援補助金に係る産業財産権届出書


令和　　年（　　　年）　　月　　日


公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様


所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定を受けた事業について、下記のとおり産業財産権を出願等行いましたので、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第23条の規定により、届出します。


記

１　開発テーマ名　（※公開可能なテーマ名を記載してください。）

２　名称及び種類

３　出願又は取得年月日　　　　令和　　年　　月　　日

４　内容

５　相手先及び条件



　
（備考）
１　２については、発明等の名称、産業財産権の種類及び出願番号等を記載してください。
２　５については、譲渡又は実施権設定の場合に記載してください。
３　共同開発の場合には、名称の後に出願人名を（　）内に記載してください。



様式第18号（第24条関係）

事業化状況報告書

令和　　年（　　　年）　　月　　日

公益財団法人長野県産業振興機構　理事長　様
所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で額の確定を受けた事業について、ゼロカーボン技術事業化支援補助金交付要綱第24条の規定により、令和　　　年度分の事業化の状況を下記のとおり報告します。

記

１　開発テーマ名　（※公開可能なテーマ名を記載してください。）

２　事業化状況
（単位：円）
	内　容
	金　額
	記号

	補助金事業に係る本年度収益額
	
	…Ａ

	控除額（Ｃ－Ｄ）／10
	
	…Ｂ

	
	実績報告書の経費総額
	
	…Ｃ

	
	補助金確定額
	
	…Ｄ

	本年度までの補助事業に係る支出額Ｃ＋Ｆ
	
	…Ｅ

	
	追加開発に要した経費
	
	…Ｆ

	基準納付額（Ａ－Ｂ）Ｄ／Ｅ
	
	…Ｇ

	前年度までの補助事業に係る累積納付額
	
	…Ｈ

	本年度納付額
	
	…Ｉ



３　事業化段階等
	事業化段階
	□開発継続中　□概ね開発終了　□商品化・販売段階

	展示会への出展
	□した(展示会名：　　　　　　　　　　　　)
□していない

	本事業に係る商品の売上高
及び全事業売上のうち占める割合
	　　　　　　　　　　千円　　　　　　％

	今後の見通し
	

	特記事項
	



４　添付書類
　(1) 営業報告書
　(2) その他理事長が必要と認める書類
（問合せ窓口）
所属名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電子メール：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（備考）用語の定義及び記号
	用語
	定義
	記号

	補助金事業に係る本年度収益額
	補助事業の実施結果の事業化、産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他当該補助事業の実施結果の他への供与による総収入から、総収入を得るために要した経費を差し引いた額の合計額。
「補助事業の実施結果の事業化による収入」－「収入を得るために要した経費」
	…Ａ

	
	収入を得るために要した経費
	販売した製品の直接費、対象となる製品の間接費（通常は製品を作るための工数費により按分）及び前述の費用と会社で製造している全製品に係る同様の費用の合計との比（原価比）によって按分した販売費と一般管理費等の総計。
	

	控除額
	補助事業に係る経費のうち、中小企業者等が自己負担によって支出した額の10分の１をいう。
	…Ｂ

	
	補助事業の
決算総額
	補助金確定額及び自己負担額
	…Ｃ

	
	補助金確定額
	－
	…Ｄ

	本年度までの補助事業に係る支出額
	本年度までに補助事業に関わる費用として支出された全ての経費（補助金を含む。）をいう。補助事業の成果を事業化する場合に必要な設備投資等の経費は前述の「収入を得るために要した経費」にあたるため、本支出額には含めない。
	…Ｅ

	
	追加開発に要した経費
	補助対象年度以降、補助事業に関して行った追加開発・試作に要した経費の累計
	…Ｆ

	基準納付額
	「補助金事業に係る本年度収益額」から「控除額」を差し引いた額に、「補助金確定額」を乗じ、「本年度までの補助事業に係る支出額」で除した額をいう。
	…Ｇ

	前年度までの補助事業に係る累積納付額
	前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付額の合計額をいう。
	…Ｈ

	本年度納付額
	「基準納付額」と「累積納付額」の合計が「補助金確定額」を越えない場合には、「基準納付額」が本年度納付額となる。Ｄ＞Ｇ＋ＨならばＩ＝Ｇ＝（Ａ－Ｂ）Ｄ／Ｅ
「基準納付額」と「累積納付額」の合計が「補助金確定額」を超える場合には、「補助金確定額」から「累積納付額」を差し引いた残額が本年度納付額となる。Ｉ＝Ｄ－Ｈ
	…Ｉ




